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1.小規模企業者の計画への反映について

自治体名 計画制定 計画名 小規模企業者についてどのように記述しているか

札幌市 Ｈ29.1～
札幌市産業振興ビジョン
(2016-2022)

H26.6に「小規模企業振興基本法」が制定されたことに触れ、中
小企業者等について『中小・小規模企業』という表現にほぼ統
一している。
しかし小規模企業だけを対象とした事業は特にない。
（小規模企業者向けの融資制度に関する優遇措置があるが、こ
れは苫小牧も同様に実施済である）

千歳市 Ｈ28.3～ 千歳市商業振興プラン -

恵庭市 Ｈ28.1～ 恵庭市中小企業振興基本計画 -

帯広市 Ｈ27.3～ 帯広市産業振興ビジョン 『中小企業(小規模企業を含む)以下同じ』という表現を使用。

岩手県一関市 Ｈ29～
一関市工業振興計画
（平成29年度～平成33年度）

-

神奈川県横須賀市 Ｈ25.2～ 横須賀市中小企業振興プラン -

静岡県富士宮市 Ｈ28～ 富士宮市中小企業振興実施計画 -

滋賀県大津市 Ｈ28.4～ 大津市中小企業振興計画

「計画の目的」の最後に『なお、本計画で策定する中小企業振
興や中小企業者に対する支援は、小規模事業者もその対象とす
ることとし、事業者の規模や実情に応じて必要な取り組みや支
援等に取り組むものです』と記述。
その他計画内では『小規模事業者を含む中小企業』や『中小・
小規模企業』との表現。

愛媛県松山市 Ｈ28.3～ 松山市中小企業振興計画 -

山口県宇部市 Ｈ29.7～ 宇部市中小企業振興実施計画
｢小規模企業施策推進の基本方針」を設けており、市の事業も
「中小企業」と「小規模企業」に分けて掲載している。
しかし市事業内には小規模企業に限定したものはなかった。

宮崎県日向市 Ｈ28～ 日向市中小企業振興計画 -


